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３月２８日（月）第５回　検数労連１６春闘交渉13:30～15:00


日検協会：『定昇確保』・・・。全日検：『回答構築に向け努力』・・・。


両協会の主体性に欠けた回答に対し、組合は大いなる不満を表明！！


港湾産別要求および検数労連要求の前進を目指すべくストを通告！！











　３月２８日（月）第５回検数労連１６春闘交渉で、


組合は有額回答指定日に伴い、両協会に有額回答の提示を求めた。


【両協会】


　有額回答提示について、両協会ともに産別団交の決裂や、専業関係の交渉経過から、現時点での回答として日検協会では『定昇の確保』全日検においては『回答構築に向け努力中』と、口頭で回答に止まった。


【組合主張】


　組合は両協会の主張を聞いたうえで、休憩を挟み内部論議をおこない、次の通り主張を行ったうえで両協会にスト権を通告した。


①　賃金引上げについて、両協会ともに１６春闘を主体的に解決していこうとする気概と努力が見えない。両協会の回答は主体性に欠け、大いに不満である。


②　適正な検数料金の収受について、船社・元請・検数・検定という港湾構造の中で『適正料金収受』は港湾運送事業の発展を願う立場から極めて重要な課題であることは労使一致した考えであり、検数事業の基盤強化をはかること。


③　６５歳定年の実現に向けて、１４産別協定で日港協は会員店社に対して、定年制の検討を内部指導するとした。現在、両協会ともに『再雇用制度』はあるものの、具体的に６５歳定年が実現できる協議体制を早急に整えて行く事を求める。


④　重量証明への対応について、国交省は『重量を確定させる方法』として、第一に『港湾運送事業法による検量事業として許可された者』としている。その意味では検量体制の充実化をはかること。なお、業界紙ではコンテナターミナルでの実測を行わず、搬入票で対応するとの報道がされていることから、営業活動の強化を促進させること。


⑤　長時間労働問題について、政府は長時間労働の抑制に向けて、企業への指導を強化し、８０時間で立ち入り調査するとの新聞報道がされた。


　　両協会ともに長時間労働の解消に向けたさらなる努力をすること。


⑥　日検協会に対して、一部地域にて産別最低賃金に到達しておらず１６春闘で到達させること。
















































































































































































３月１９日（土）沖原中央執行委員長を講師として招き、青年部を中心とした１６春闘オルグを開催した。


　沖原中央執行委員長には『これからの賃金論について』というテーマで講義をしていただいた。


　働きがいのある職場で、より良い環境で長く勤められる環境整備を果たすのが労働組合の役割である。日検の賃金は積上げ方式であるが、様々な歴史的環境要因による影響を受けてきた。　　　　　　　　　（バブル崩壊～団塊世代の大量退職～団塊世代への費用増大等々・・・）。それでも若い世代への配分に注力してきたが、その後もデフレやリーマンショックなど、障害要因はたくさんあった。


近年の春闘で、底上げをしながらも年齢調整、週４０時間などを積極的に取組み「賃金カーブ」を整えてきた。「賃金カーブ」を整えてきたなかで、底上げには取り組まないと、到達が低くなってしまう。今年は、3回に及ぶ団交を経たなかで、今後に向けて底上げに取り組みながら、都市調整の改定を軸とした議論を活発化させているところである。


その他 今後の検数あり方、港湾における規制緩和の歴史、物流の変化変遷について時代とともに


効率化が進み、船会社においても再編・合併等が相


 














































































































































































































検数労連大阪支部


　　　　　　１６春闘オルグ開催
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※次回交渉


第６回検数労連１６春闘交渉は未定


となっています。なお、３０日開催の


中央港湾団は一定の動きが予想されることから、引き続き注目せよ！











が相次いでいる。港湾政策も時代とともに民営が進み、港湾管理まで民営化が進んできＮＡＣＣＳに代表される規制緩和・簡素化が進んでいる。


　われわれの「検数」に今後影響を及ぼす可能性もあり、今後われわれの職場・仕事のあり方も大きく変わっていく可能性がある。それを一人一人が認識して、目的意識を持って、時代に変化についていく。企業は収支を最重要視することは当然であるが、新しい一歩を踏み出すところには投資をしなくてはならない。


技術の進歩は著しく、今後も様々な分野で自動化が推進されていく。「検数」のノウハウにとどまることなく、自分の職場・仕事に自身をもって「私の会社」と胸を張りながら、「新しい仕事」を創造していく姿勢こそが、企業の持続的な発展につながるものである。そこに経営者、従業員などの括りは存在しない。


　またわれわれの仕事に、いかに「付加価値」を付けていくかが重要であり、そこが我々の仕事・職場が永続できるかのカギとなる。


【　～１６春闘オルグの感想～】


春闘課題を軸に、歴史的事実をふまえた時代による港の変化、物流の変遷、今後の「検数」のあり方まで、幅広く、具体的な内容を掴むことができた。


　「検数」が今後も港の中だけで維持できるのか、新しい仕事を創造し、時代の変化に対応しながら、現在の仕事に対しても付加価値をつけていく。われわれが、思考停止に陥ることが最も危険であり、持続可能な企業の発展・よりよい職場・賃金にもつながる好循環をもたらす施策を、ひとりひとりが視野を広げて、模索していく事の重要性を痛感した。今後は次世代の担い手である若い世代こそが主役であり、問題意識の高さは活発な質疑応答を見ても顕著に感じられた。


　　　　　　　　　　　　報告者　【岡田　直樹】


　








